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カナダの地域経済再考
藤　田　直　晴
要旨　本論文の目的は，世界の歴史的変動に翻弄されつつも，長く苦難な経験を積み重
ねながら，世界的に評価されうる‘多文化共生国家’の建設を進めてきているといわれ
るカナダを事例にして，この国におけるグローバル化とはどのようなものか，その実態
を主に地域経済視点から明らかにすることである。
　カナダがアメリカの「経済支配」を受けていることは周知の事実である。とりわけ，
北米自由貿易協定（NAFTA）による北アメリカ大陸レベルでの経済統合は，カナダの
地域経済に甚大な影響を与え，国内地域間の相対的位置づけ（ポジショニング）に大き
な変化をもたらしている。
　大陸的フレームでみると，カナダの諸地域はアメリカ国内で周辺と考えられている地
域よりも，さらに周辺に位置づけられている。例えば，ケベック東部や大西洋沿岸諸州
はメーン州より，オンタリオ州北部やマニトバ州，サスカチュワン州はミネソタ州より
さらに周辺の位置づけがなされている。
　カナダの最先進経済地域はオンタリオ州南東地域である。この地域は，アメリカ経済
の心臓部に国境を挟んで隣接しており，アメリカ系企業の集中・集積により国内他地域
に対する比較優位性を確立してきた。しかし，この地域でさえ，分工場経済にありがち
な最高次の意思決定機能を欠く状況にあり，生産現場的な役割を担わされ，外資系企業
への依存度の高い地域独特の問題に直面している。
　カナダの地域経済の命運は，アメリカ系企業に握られているといっても過言ではなく，
トロント地域と近年資源・エネルギー部門を中心にアメリカ系企業が拠点性を高めてい
るアルバータ州カルガリー市の2地域を軸に，カナダ国内地域の再編が進んでいる。
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1．はじめに
　国境を超えるヒト・モノ・カネ・情報の流れが大きく伸展するなかで，ある特定の民族が排
他的にある特定の‘地域’を不変的に占有し続けるという状況に，明らかに変化が生じている。
世界のいかなる地域や国々も，さまざまな民族が共生する社会を建設するという人類史的課題
に無関係でいられなくなってきている。このことは，民族的均質性の高い日本にとっても，避
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けがたいプロセスとして，これまでに経験したことのない新たな課題が投げかけられている。
　1980年代半ば以降，日本経済がグローバル化するなかで，日本企業の海外進出や外資系企
業の日本への進出が活発化し，またビジネスや観光などさまざまな目的での日本人の海外渡航
や外国人の来日が数的に増加してきている。しかし，異文化との交流・理解を深める機会の比
較的少なかった日本では，相互に有益な制度や考え方を構想するための議論の場や経験を積む
場もなく，多くの民族との共生社会の建設に向けての道筋を描き出せずにいる状況が続いてい
る。
　世界では，この点に関して，すでに多くの成功例や悲劇的な失敗例が積み重ねられてきてお
り，それら先験事例から学ぶべき点も少なくない。日本にとって，有効なモデルとはどのよう
なものか，それを作り上げていくことが喫緊の課題といえる。EUなどのような大陸レベルの
国家統合，同様にNAFTAのような国家間の経済統合が押し進められるなかで，多くの地域
や国々に出自をもつ民族や機関が共に国や地域を建設するという課題そのもののもつ意味にも
変化がみられるようになってきているのも事実である。
　本論文では，世界の歴史的変動に翻弄されつつも，長く苦難な経験を積み重ねながら，世界
的に評価されうる‘多文化共生国家’の建設を進めてきているといわれるカナダを事例にして，
この国におけるグローバル化とはどのようなものか，その実態を主に地域経済視点から明らか
にしてみたい。この国が，日本にとって自然的・人文的にまさに対極に位置している国である
ことから，これにより日本の課題を大局的に示すことができる。
2．カナダの人口分布特性
　カナダは，世界第2位の国土面積をもちながら，人口は3，161万人（2006年センサス）にと
どまる。1949年のニューファンドランド州（現在のニューファンドランド・ラブラドール州，
以下，NL州と略称）の連邦加盟をもって現在の国土となり，当時は10州と2準州で連邦を
構成していた。その後，1999年4月1日に，イヌイット自治準州として北西準州の一部が分
割され，ヌナブト準州が設立され，2009年現在では10州と広大な北方地域の3つの準州で連
邦を構成しているω。
　国民人口の分布特性をあげると，オンタリオとケベックの2つの州，とりわけオンタリオ州
に人口の集中が一貫してみられる。1951年以降の傾向をみると，1，401万人の国民人口のうち，
32．8％をオンタリオ州が占める。ケベック州も29．0％を占めており，オンタリオ州に拮抗する
割合を占めていた。その後，オンタリオ州の割合が上昇していくのに対して，ケベック州が一
貫して低下する傾向を示し，2006年国勢調査ではオンタリオ州の38．5％に対して，ケベック
州は23．9％となっている。
　国民人口の分布変動を東西軸でみると，開拓前線の移動にともない，東から西にシフトして
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表1カナダ及び各州別人口の推移
人口 NLPEINSNBQC ONMBSKABBCYTNWTNVT
1951年14，009361 98 6435164，0564，598777 832 9401，165 9 16
1961年18，238458105 7375985，2596，2369229251，3321，629 15 23
1971年21，962531 113 7976436，1377β49 9999321，6662，241 19 36
1981年24，820575 124 8557066，5488β111，036 9762，2942，824 24 48
1991年28，031580 130 9157467，06510，4281，1101，0032，593 ，373 29 39 22
2001年30，007513 135 9087307，23711，4101，120 9792，9753，908 29 37 27
2009年31，613505 136 9137307，54612，1601，148 9683，2904，113 30 41 29
資料：Census　of　Canada，　Statistics　Canada．
注1：州名はNL：ニューファンドランド・ラブラドール，　PEI：プリンス・エドワード・アイランド，　NS：ノバスコシア，
　　　NB：ニューブランズィック，　QC：ケベック，　ON：オンタリオ，　MB：マニトパ，　SK：サスカチユワン，　AB：ア
　　　ルバータ，BC：ブリティッシュ・コロンビア，　YT：ユーコン，　NWT：ノースウエスト，　NVT：ヌナブト
　　2；表中のゴチ表記は人口の絶対的減少を示す。
きている。大西洋岸諸州（2）およびケベック州，平原州③のうちマニトバ州とサスカチュワン
州での減少，オンタリオ州，アルバータ州，ブリティッシュ・コロンビア州（以下，BC州と
略称）での増加が明瞭になってきている。2000年代に入り，NL州，ノバスコシア州，ニュー
ブラズィック州，サスカチュワン州，北西準州では州人口の絶対数が減少するようになり，そ
の他の州や準州でも人口の停滞状況が続いている（表1を参照）。
　カナダが高緯度にあることから，国民人口が南部のアメリカ合衆国（以下，アメリカと略称）
国境沿いに帯状に集中する傾向が強い。また，カナダは世界でも最も都市人口率の高い国の一
つでもある。カナダでは，国民人口の8割が人口規模1，000人以上の894市町に，7割弱が人
口10万人以上の33大都市圏（2001年国勢調査時には27）に，5割弱が僅か6つの人口100
万人以上の大都市圏（トロント，モントリオール，バンクーバー，オタワ＝ガティノー，カル
ガリー，エドモント）に集住している。そのうち最大はトロント大都市圏で，その人口規模は
511万人で，カナダ国民人口のおよそ2割を占ある。メキシコを含む北アメリカ大陸で6位の
大都市圏に成長している（4）。
　カナダにおける首位都市の座は，歴史的に開発のはやいフランス語圏に立地するモントリオー
ル市であったが，政治経済的ヘゲモニーがイギリスに握られるようになるのにともない英語圏
にあるトロント市に移り，次第に両者間の格差が拡大する形でトロント市への一極集中が急進
するようになった。この速度，日本における東京への一極集中性を凌ぐほどであり，広大な国
土と相対的に少ない国民人口という，まさに日本と対極にあるようなカナダにおいても，同質
のプロセスをみてとることができる。
3．カナダの国土建設と新たな経済地域の形成
カナダは，長い間イギリスの植民地であったが，経済的には隣国アメリカの影響を強く受け
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てきた。カナダにおける地域編成・再編成の実態を歴史的に整理してみたい。
　国土の開発は，交通技術の革新や対外関係の変化などに影響されながら進む。大陸間レベル
では水路（船）から空路（航空機）へのシフト，大陸内ではこれに陸路（鉄道や自動車）が加
わる（5）。これを時代的に整理すると，以下のようになる。
　第1段階：水路主の時代には，主要な河川，湖沼，海洋の沿岸部に，毛皮交易所や城砦など
を中心に都市的集落の発達がみられる。カナダの場合，ヨーロッパ列強の橋頭塗の建設という
時代には，例えばケベック市やハリファクス市のように，大西洋岸諸州（アトランティック・
カナダ諸州）やセントローレンス水路沿岸での都市的拠点の形成が多くみられる。
　第2段階：陸路の時代になると，鉄道や幹線道路が整備されるようになり，依然ローカルで
あるが，モントリオール市やトロント市などのように水路との連接を含む交通の要衝にある程
度の規模を有する都市が発達するようになる。
　第3段階：空路の時代には，多様な交通手段が相互に有機的に連接され，都市勢力圏は州境
にとどまらず，州境や国境を超え，大陸的さらに世界的な広がりをもつようになる。国内や世
界各地から直行便が乗り入れるハブ空港をもつ都市や地域が発展し，トロント大都市圏はその
典型例としてあげられる。
　カナダの対外関係の変化と国内地域の編成・再編成に関する点では，カナダは以下のように
3回の大きな「転回」を経験している。
　　第1の転回：フランスとの遭遇
　　第2の転回：イギリス植民地へ
　　第3の転回：アメリカ主軸の対外関係ヘ
　カナダの開発地域は，大西洋岸やセントローレンス川下流域から上流域や五大湖沿岸へ，さ
らにアメリカとの国境線に沿って西部地域へとひろがる。特に，アメリカの世界における政治
的・経済的な台頭にともない，カナダがアメリカとの関係を第一義的に考えざるを得ない状況
になるのは自然の成り行きである。この結果，国土が高緯度に位置することによる自然的な制
約を考慮しても，はるかに顕著な南部国境沿い，とりわけアメリカ経済の心臓部である北東大
西洋岸地域（メガロポリス）および五大湖沿岸地域に隣接するオンタリオ州南東地域への経済
集中が顕著に進んだ。‘ウィンザー一ケベック回廊’と呼ばれる政治・経済・文化・教育などカ
ナダの国家的中枢機能が集中立地する地域が出現している。今日，カナダへの移民のおよそ5
割がトロント市を中心とするオンタリオ州南東部地域を目的地にしており，この地域は多様な
民族からなる地球コミュニティ’的な性格を急速に強めてきている（表2を参照）。
　カナダへの移民を歴史的にみると，水路時代には沿岸部の港湾都市が国内他地域への移民流
入のフィルターの役割を果たし，例えばヨーロッパからの移民は大西洋岸地域，アジアからの
移民はBC州などにいったん停留して，その後国内他地域に移動してくパターンが一般的であっ
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た。しかし，空路時代になると，世界から直接主要
空港のある都市に人々が流入することが可能となり，
加えて流動性の規模と範域が拡大するのを背景にし
て，かつての例えばBC州のアジア系，大西洋岸諸
州のヨーロッパ系というような比較的明確にみられ
た民族分布の構図に若干の変化がみられるようにな
る。
　こうした中で，トロントのようなハブ空港をもつ
大都市地域を中心に，世界有数の多民族が共生する
空間が形成されてきている。この地域には，①カナ
ダ経済を支配するアメリカ系企業など外資系企業が
集中していること，②カナダ5大銀行の拠点化に象
徴される金融経済の司令塔としての魅力が増してき
ていること，③英語という‘リンガ・フランカ（世
界共通語）’としての戦略性の高まりなど，多くの
移民がこの地域を選好したくなるようなすぐれた魅
力が備わっている（6）。
表2　移民の主要目的地　　　　　　　　　　　（％）
1999年 2002年
移民総数 104，010人@100．0％
229，091人
@100．0％
州レベル
ON 54．8 58．3
BC 19．0 14．8
QC 15．3 16．4
AB 6．4 6．4
MB 2．0 2．0
都市レベル
トロント 44．5 48．7
バンクーバー 17．1 13．6
モントリオール 13ユ 14．4
カルガリー 3．6 4．0
オタワ 3．5 3．1
資料：Statistics　Canada．
注1：構成比は対全国比。
　2：州名の略表記については，表1の注1を
　　参照。
　アメリカとの国境を挟み経済連関の強いこの地域は，‘ウインザー一ケベック回廊のほかに，
カナダの最先進経済地域として，オンタリオ湖岸のセントキャサリンーハミルトンートロントー
オシャワにいたる地域は，特に‘ゴールデン・ホース・シュー（黄金の馬蹄形）’と呼ばれ，ハ
イテク産業や自動車産業などカナダで最も重要な経済地域となっている。カナダ経済は，州レ
ベルではオンタリオ州，この州のなかでも南東地域に一極的に集中しており，この限られた地
域がカナダGDPの3割台を占める。この地域的偏在性はアメリカに比べて著しく高く，日本
に比肩されるほどである（表3を参照）。
　　　　　　　　　　　　　表3　カナダGDPの州別構成比の推移
その他共計 NL PE NS NB QC ON MB SK AB BC
1985 4，773 64 13 119 90 1，075 1，838 177 175 654 546
1995 7，991 108 27 195 167 1，772 3，229 271 254 876 1，048
2006 12，660 157 35 258 218 2，420 4，931 371 343 2，356 1，507
1985 100．0 1．3 0．3 2．5 1．9 22．5 38．5 3．7 3．7 13．7 ll．4
1995 100．0 1．4 0．3 2．4 2．1 22．2 40．4 3．4 3．2 ll．0 13．1
2006 100．0 1．2 0．3 2．0 1．7 19．1 38．9 2．9 2．7 18．6 11．9
資料：Statistics　Canada
注1：単位：上段は億ドル，下段はパーセント。
　2：州名の略表記については，表1の注1を参照。
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4．カナダ経済の特質と主要企業の属性
　かつて筆者は，アメリカにおける主要大企業の全国レベルでの立地傾向と，その他諸国にお
ける首位都市への企業の集中性について明らかにした。技術・資本・情報・人材の「発信者」
としてのアメリカ，それらの「受信者」としてのカナダや日本をはじめとするその他の国々と
いう視点から説明を試みたものである。企業の本社立地には，例えば企業間取り引き上および
金融取引上の有利性，高次元の情報の集中・集積，高度専門技術労働力市場の形成，充実した
プロデューサー・サービスなど，企業の高次意思決定機能を支える諸条件が整えられているこ
とが重要である（7）。
　さて，カナダにおける主要企業についてほ，いくつかの特徴が存在する。①企業活動のなか
で連邦や州・市町村などによる公営企業（クラウン・コーポレーション，以下，公営企業と略
称）が比較的重要な意味をもっていること，②民間企業のなかで外資系企業の比重が他国に比
して高いことである。さらに近年の傾向として，例えば③A国の企業が直接でなく，B国に配
置した現地法人のもとに，C国に現地法人を置くというように，国境を超えて大陸レベルでの
重層的機能配置が進行している。こうしたなかで，例えばカナダ現地法人がアメリカ現地法人
の下に置かれるというような傾向がみられるようになる。これは，例えば日本の企業がカナダ
の現地法人を，アメリカの現地法人を通じて統治するというようなケースがみられるようにな
り，ニューヨークを頂点とする北アメリカ大陸レベルでの地域システム化が進行している。
　収益金構成でカナダ主要500社をみると（表4を参照），1985年には民間企業の割合が42．1
％，公営企業の割合が11．1％，外資系企業の割合が46．8％である。これを企業数でみると，民
間企業および外資系企業の割合はそれぞれ45．6％，47．2％となり，ともに収益金に比べて若干
高くなる。これに対して，公営企業は逆に7．2％と低くなり，公益企業の規模が相対的に大き
いことを示す。外資系企業のうち，アメリカ系企業が収益金および数に占める割合は，それぞ
れ30．4％および29．2％となり，2番目に多いイギリス系企業が3．5％，5．4％であることから，
圧倒的な割合を占めている。
　1994年になると，民間企業の割合は，収益金で37．9％に低下するが，数では48．6％に上昇
する。公営企業は収益金と数の双方において，7，9％と5．2％に比重を低下させる。これは連邦
政府およびオンタリオ州を除いた州所有企業の比重が低下したためである。外資系企業ではア
メリカ系およびイギリス系企業の割合がかなり低下し，さまざまな国や地域の企業が進出して
きたことに加えて，支配的な所有者をもたない，いわゆる分散所有形態の企業数の増加が顕著
となる。
　2003年には，カナダの民間企業の割合は，収益金および数ともに上位500社全体のそれぞ
れ52．3％，59．2％と過半を占めるようになる。公営企業は双方ともおおむね横ばいであるので，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　32
　　　　　カナダの地域経済再考
表4　カナダ主要500社の属性別内訳とその推移
収　益　金 企　業　数 収益金構成比 企業数構成比
2008年1984年2008年1984年2008年1984年2008年1984年
アメリカ合衆国 232，100121，475 99 146 14．6 30．4 19．8 29．2
イギリス 35，567 13，900 15 27 2．2 3．5 3．0 5．4
日　本 23，272 8，844 8 19 1．5 2．2 1．6 3．8
オランダ 9，672 6，875 7 3 0．6 1．7 1．4 0．6
ドイツ 6，678 1，618 5 7 04 0．4 1．0 M
フランス 3，387 2，945 4 1 0．2 0．7 0．8 0．2
韓　国 1，898 2 0．1 0．4
スウェーデン 1414 433 2 3 0．1 0．1 0．4 0．6
スイス 1，126 1，844 一　2 6 0．1 0．5 0．4 1．2
外資を含む分散的所有企業 87，450 26，399 12 22 5．5 6．6 2．4 4．4
外資系企業小計 462，540186，997 156 236 29．1 46．8 31．2 47．2
連邦政府 34，564 27，336 11 16 2．2 6．8 2．2 3．2
ON州 20，771 4，47正 4 2 1．3 1．1 0．8 0．4
QC州 19，488 5，591 4 4 1．2 L4 0．8 0．8
BC州 15，998 1，869 5 2 1．0 0．5 1．0 0．4
AB州 8，770 1463 5 2 0．6 0．4 1．0 0．4
SK州 6，496 1，108 3 4 0．4 0．3 0．6 0．8
MB州 4425 782 4 2 0．3 0．2 0．8 0．4
NB州 1，712 769 1 1 0．1 0．2 0．2 0．2
NL州 568 279 1 1 0．0 0．1 0．2 0．2
NS州 531 881 1 2 0．0 0．2 0．2 0．4
その他 1，009 1 0．1 0．2
公営企業小計 114，33244，549 40 36 7．2 11．1 8．0 7．2
カナダの民間企業 1，015，209168，075 288 228 63．8 42．1 57．6 45．6
カナダ500総計 1，592，081399，621 500 500 100．0 100．0 100．0 100．0
　資料：『FT　500』National　Post各年版。
　注1：複数国籍企業の所有は主要国の所属とした。
　　　外資を含む分散的所有は10％以上外資率企業を対象とした。10％未満はカナダ企業とした。
　　2：収益金単位は百万カナダドル。
　　3：州名の略表記については，表1の注1を参照。
外資系企業の比重が大幅に低下したことになる。アメリカ系企業の収益金と企業数に占める割
合は22．4％と16．8％に，かつて一定の割合を占めていたイギリス系企業の比重はいずれも0．7
％，1．8％となり，各国順位で6位に下がる。代わって，日系企業がそれほどの比重変化を示
さないなかで，2位に順位を上げる。また，連邦政府関連の公営企業は1．3％，1．4％となり，
収益金ではオンタリオ州あるいはケベック州の公営企業の比重を下回るようになる。
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　2008年には，カナダ民間企業の主要500社に占める割合が収益金で63．8％，企業数で57．6
％を占めるようになる。外資系企業の収益金および企業数に占める割合はおよそ3割程度に低
下する。アメリカ系企業や日系企業の相対的比重が低下するなかで，カナダへの進出企業の世
界的な拡がりがみられるようになる。このように，公営企業の比重の高まりや現地法人化など
による外国企業のカナダ化などがみられるものの，カナダ経済におけるアメリカ企業の存在は
依然として大きい。
　カナダに進出するこのような各国企業の現地法人は，世界的な戦略や視野にもとついて企業
の機構あるいは組織再編成を進めるなかで，選択的な立地展開を図ってきている。日本企業な
どアメリカ以外の企業の多くは，北アメリカでの経済統合の進度，例えば加米自動車協定
（Auto　Pact，1965年），加米自由貿易協定（FTA，1989年），北米自由貿易協定（NAFTA，1994
年）のような段階的展開が進むなかで，カナダを世界最大のアメリカ市場への参入を効果的に
果たすための橋頭量として位置づけて進出しているものも少なくない。
　外資系企業のカナダへの進出にはさまざまな形態がある。①新規に工場や事務所を配置する，
②既存の企業あるいは工場を合併・買収（M＆A）するというのもそのひとつの形態である。
多数の事業所を多数の地域や国々に配置する大企業の場合，対外経済政策，国内経済政策，国
土・地域開発政策，インフラストラクチャーの整備状況，プロダクトサイクル，工場設備・装
置の寿命，世界市場のシェア競争状況など，さまざまな要素に関する総合的な調査にもとづき，
豊かな資本力を背景に長期戦略にもとついて進出を図ることが多い⑧。
　このような大企業の内部および関係企業を包摂しながら企業の空間組織の拡大が図られ，そ
の過程で企業の立地行動を軸に，国境を超えた地域間の連結が進められる。その様態により，
地域間に支配・従属的関係が生起され，固定化されていくようになる。これが，まさに企業の
立地行動を軸にした地域間関係を構築していくシェーマであり，新たな世界秩序の形成メカニ
ズムの一端を示すものである。カナダのように，外国資本の受け入れの大きな国は，外部支配
率が高くなり，国内の地域編成上深刻な問題を引き起こすことが少なくない。
　ある地域およびある国において外部支配が高まるプロセスには，4つの局面があるといわれ
ている。第一は，当該地域の企業（以下，地場企業という）が本社を他地域に移転させる。第
二は，地場企業と非地場企業との成長性の相違である。第三は，非地場企業の子工場や系列企
業の進出数が地場企業の新規設立を上回る。第四は，重要性を増してきている合併＆買収であ
る（9）。
　カナダにおける外資系企業と地域経済連関について，J．ブリトンが本質的な側面を明らかに
している。カナダ・オンタリオ州に立地するアメリカ系企業にアンケート調査を行い，有効回
答を得た87社の分析結果から，アメリカ系企業とそれらが立地する地域との経済連関は，カ
ナダで最も進んだ地域にもかかわらず極めて弱いことを，原材料などの地元調達率が低いこと，
34
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対象企業の多くはグローバルにひろがる大企業組織を構成するひとつの出先機関であり，進出
先地域よりも遠く離れて立地する本社との関係をより強くもつことなどから明らかにしている。
このことはカナダ経済の特質ともいえるブランチ・プラント・エコノミー（分工場経済），す
なわち外国資本支配と地域経済の関係性を如実に物語るものである⑩。
　外資系企業のこのような性向は，W．レーバーによるスコットランド中西部の企業分析，　M．
J．　Taylorによるニュージーランド・オークランドに立地する企業分析などでも明らかにされ
ており，オーストラリアとニュージーランド，イングランドとスコットランドの関係と同質な
「大国」と「小国」間にみられる地域的相互依存関係の一般的形態と言うことができる（ID。
5．カナダにおける主要500社の立地動態
　主要企業500社の立地動態をみると（表5を参照），州レベルでは基本的にオンタリオ州へ
の一極集中性が強い。しかし，ここ20数年間では，1984年の53．4％から，1994年に47．0％，
2003年に446％へと，次第に比重を低下させてきている。
　都市・大都市圏レベルでみると，トロント市およびトロント大都市圏とも，対全国比で低下
傾向を示してきている。しかし，大都市圏レベルではトロント市レベルよりも低下率は緩やか
であり，主要企業立地の中心が都心地域から郊外および周辺地域に移ってきていることがわか
る。注目すべきは，この動向が全方位的に拡がってきているのではなく，特定の郊外都市，例
えばかつて独立した行政市であり，1998年1月1日にトロント市に合併された旧ノースヨー
ク市，旧エトビコーク市，旧スカーボロ市，さらにその外側に隣接する郊外都市であるミシサ
ガ市やマーカム市，最近ではヴォーン市などに多極的に分散立地する傾向が強まっている〔12）。
　ミシサガ市に立地する企業数は，1984年に26社，1994年に24社で，全国都市のなかでバ
ンクーバー市についで5位を占めていた。2003年になると，その数はさらに40社に増加し，
バンクーバー市を抜いて4位となる。2008年には，その数は45社となり，48社で3位のモン
トリオール市に迫ってきており，企業立地上全国でも重要な拠点の一つに成長してきている。
マーカム市は，1984年の1社から1994年には14社となり，全国7位となる。2003年には13
社，2008年には11社に減少するものの，依然として地方中核都市と同等かそれ以上の集積地
となっている。近年では，ヴォーン市など大都市圏のなかでもさらに周辺部への立地拡大がみ
られるようになる。いずれもトロント郊外地域であり，これら都市を含むトロント大都市圏に
は，2008年の主要企業500社のうちの34．8％にあたる174社が集中する。オンタリオ州全体
では，その数と割合は211社，42．2％になる。
　ケベック州での企業立地動向はオンタリオ州と若干異なる。1994年までは絶対数および占
有率ともに増加を示すが，2003年には若干の減少，2008年には18．6％に大幅減少を示すよう
になる。この間，モントリオール市の占有率は1984年の14．6％から，1994年に13．0％，2003
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表5カナダにおける主要500社の立地動向
地　　域 1984年 地　　域 1994年 地　　域 2003年 地　　域 2008年
トロント
~シサガ
ｻの他4市町
gロント大都市圏計
175
Q6
@6
Q07
トロント
~シサガ
}ーカム
ｻの他8市町
gロント大都市圏
111
S0
P3
P5
P79
トロント
~シサガ
}ーカム
ｻの他5市町
gロント大都市圏
103
S5
P1
P5
P74
トロント
~シサガ
mースヨーク
Gトビコーク
}ーカム
Xカーボロ
ｻの他5市町
gロント大都市圏計
85
Q4
Q2
P4
P4
P3
P5
P87
オタワ
nミルトン
鴻塔hン
ｻの他20市町
@　ON州計
12
P2
@6
R0
Q67
オタワ
ｻの他24市町
@　ON州計
　9
R5
Q23
オタワ
ｻの他17市町
@　ON州計
10
Q7
Q11
モントリオール
ｻの他4市町
c塔gリオール大都市圏
73??
オタワ
nミルトン
ｻの他19市町
@　ON州計
　9
@7
R2
Q35
モントリオール
鴻塔Mィル
ｻの他15市町
c塔gリオール大都市圏
50???モントリオールTンローラン
ｻの他10市町
c塔gリオール大都市圏
48???
その他11市町
@　QC州計
12
X0
モントリオール
ｻの他14市町
c塔gリオール大都市圏
65
Q9
X8
その他18市町
@　QC州計
21
P05
ケベック
ｻの他9市町
@　QC州計
???
カルガリー
Gドモントン
`B州（他1市）計
50??その他11市町
@　QC州計
13
P11
カルガリー
Gドモントン
`B州（他3市町）計
59
P0
V2
カルガリー
Gドモントン
`B州（他5市町共）計
78
?W
P01バンクーバー
aC州（他4市町）計
37
S1
カルガリー
Gドモントン
`B州（他1市）計
53??バンクーバー潟bチモンド
aC州（他5市町）計
35??
MB州（ウイニペグ）計 17
バンクーバー
潟bチモンド
aC州（他6市町共）計
26??
SK州（3市町）計 9 MB州（ウイニペグ）計 19
NS州（4市町）計 7
バンクーバー
oーナビー
aC州（他8市町）計
36?? MB州（ウイニペグ）計 17
NB州（4市町）計 4
サスカツーン
rK州（他1市）計
??
NL州（3市町）計 5 MB州（ウイニペグ）計 14 NS州（4市町）計 6
レジャイナ
Tスカツーン
@　SK州計
??
．カナダ合計 500 NB州（3市町）計 6レジャイナ
rK州（3市町）計
??
NL州（セントジョンズ）計 5 NS州（3市町）計 6
NS州（7市町）計 9 カナダ合計 500 NB州（2市町）計 4
NB州（4市町）計 5 NL州（1市）計 2
NL州（1市）計 3 外国 8
カナダ合計 500 カナダ合計 500
資料：1984年，1994年，2008年は『Financial　Post　500』），2003年は『Business　FT　500』National　Post特別号。
注1：主要5社以上の集積をもつ市町村は名前を付し，それ以下の場合には市町村数で表記した。
　．2：各州名称については，表1の注1を参照。
　3：大都市圏の範囲は，必ずしも固定的でないため，2004年時点をベースにして集計した。
　4：1998年に，ノースヨーク，エトビコーク，スカーボロ，ヨーク，イーストヨーク．の5市とトロント市が合併し，
　　現市域となる。
年には10．0％，2008年には9．6％に低下してきている。モントリオール大都市圏もほぼ州レベ
ルでの動向に連動し，トロント大都市圏とモントリオール大都市圏間の違いは，郊外地域の多
核的拠点形成により都心地域の減少をカバーするトロント大都市圏に対して，モントリオール
大都市圏では周辺市町村への分散立地傾向が強く，都心と郊外共に減少を示す。したがって，
トロント大都市圏のミシサガ市やマーカム市のように核となる郊外拠点は，モントリオール大
都市圏には存在しない。
　大都市周辺における企業の立地動向をもう少し詳細に検討すると，トロント市郊外に立地す
る企業数は，1984年には5市32社，1994年には10市102社，2003年には10市68社，2008
年には7市71社となる。これに対して，モントリオール市郊外に立地する企業数は，1984年
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に4市5社，1994年に24市29社，2003年に16市34社，2008年に11市28社となる。郊外
地域が企業の立地展開において重要性を増してきているが，トロント大都市圏とモントリオー
ル大都市圏ではその展開に大きな相違がみられる。
　アルバータ州では，カルガリー市とエドモントン市という2つの主要な都市が存在する。本
社立地に関しては，カルガリー市とエドモントン市を比較すると，1984年には，前者50社に
対して後者9社，同じく1994年では53社対7社，2003年には59社対10社，2008年には78
社対18社となる。カルガリー市への集中が著しいことが特徴としてあげられる。カルガリー
市の対全国比は，1984年の3位・10．0％から，1994年には3位・10．6％，2003年にはモント
リオール市を抜いて2位・11．8％，2008年には2位・15．6％と一貫して比重を高めてきている。
西部地域における企業経済の最大中心に成長し，トロント大都市圏とともにカナダの2極構造
的な企業空間のうちの1極を担う中心になりつつある。
　BC州の比重は，1984年の8．2％（41社）から1994年には10．2％（51社）に急増し，2003
年には10．4％（52社）と若干の上昇にとどまり，2008年には8．8％（44社）に大幅減少する。
この傾向はバンクーバー市でもみられ，1984年に7．4％（37社），1995年に7．2％（36社），
2003年に7．0％（35社），2008年には5．2％（26社）に低下してきている。逆に，リッチモン
ド市やバーナビー市など郊外都市への拡大もみられるが，全体として企業立地のエネルギーは
弱まっている。
　平原州では，マニトバ州の場合，ウイニペグ市のみへの立地という，きわめて単純なパター
ンが抽出される。1984年の17社から，1994年に14社，2003年に19社，2008年に10社とい
うように減少傾向を示す。サスカチュワン州ではレジャイナ市とサスカツーン市の2市に集中
し，両者の間で企業数の1位と2位が絶えず入れ替わり，州として増加を示す。
　アトランティック諸州をみると，プリンス・エドワード・アイランド州には本社はみられず，
ノバスコシア州，NL州，ニューブランズィック州あわせて，1984年に16社，1994年17社，
2003年に17社，2008年に12社となり，減少傾向を示す。
　1）　母国別にみた外資系企業の立地動態：アメリカ系企業
　カナダにおける主要国別外資系企業の数的・収益金別推移をみると（前掲表4を参照），カ
ナダにおける上位500企業のうち，カナダ企業の数は，1984年の228社から1994年に243社，
2003年に297社，2008年には304社となる。その割合は，4割台から6割を超えるようにな
る。逆に，アメリカ系企業の数は1984年の146社から，1994年に110社，2003年に84社，
2008年には99社となり，その割合は3割から2割弱にまで落ち込んでいる。
　この傾向は収益金規模でみても，ほぼ同様にみられる。カナダ企業は1984年の42％から
1994年の38％に下降するが，2003年に52％，2008年には64％に反転する。これに対して，
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アメリカ系企業は，1984年の30％から1994年の28％，2003年の22％，さらに2008年には
15％というように，この間半減してきている。
　表6によると，アメリカ系企業は1984年に146社，このうち73％がオンタリオ州に集中す
る。収益金でみると，その割合は82％になる。そのうちの79％はトロント大都市圏に，さら
にその81％はトロント市により占められる。2008年になると，アメリカ系企業は99社となる。
そのうちの56％にあたる55社がオンタリオ州に，さらにそのうちの31％にあたる17社がト
ロント市に立地する。収益金では，アメリカ系企業のカナダにおける収益金総額の47％がオ
ンタリオ州，そのうちの27％をトロント市が占める。このように，アメリカ系企業の比重の
全般的低下とトロント市郊外への業務空間の多極分散化が進むなかで，郊外地域の本社数がト
ロント市のそれを凌駕するようになる。トロント市郊外が，外資系企業の現地法人本社立地の
最前線基地となりつつある実態が示される（13）。
　モントリオール大都市圏では，1995年頃から郊外地域へのアメリカ系企業立地数が都市内
と同程度となり，2003年には同市およびその郊外双方で大幅な減少を示し，2008年も減少傾
向は続いている。
　こうしたなかで，西部諸州の主要都市では，とりわけカルガリー市への立地集積が顕著であ
る。カルガリー市では，アメリカ系企業数が1990年代に，カナダ民間企業数が2000年代にそ
れぞれバンクーバー市やモントリオール市を凌駕するようになる。2008年には，16社のアメ
　　　　　　　　表6　カナダにおけるカナダ民間企業とアメリ力系企業の立地比較
アメリ 力系企業 カナダ民間企業
1984年 1994年 2003年 2008年 1984年 1994年 2003年2008年
数 比 数 比 数 比 数 比
?
比 数 比 数 比 数 比
トロント市 68 46．6 19 17．3 20 23．8 17 17．2 65 28．5 41 16．9 63 21．2 64222
大都市圏域 18 12．3 34 30．9 19 22．6 26263 10 38 15．6 35 11．8 25
その他 21 14！皇 15 13．6 13 15．5 12 12．1 27 11．8 18 25 15
オンタリオ州計 10773．3 68 61．8 52 61．9 55 55．6 10244．7 97 39．9 12341．4 10436．1
モントリオール市 17 11．6 9 4 7 33 14．5 34 14．0 34 11．4 31 10．8
大都市圏域 9 3 6 5 18 22 19
その他 1 9 9 14 13
ケベック州計 17 11．6 18 16．4 8 9．5 15 15．2 47 20．6 61 25．1 70 23．6 63219
カルガリー市 7 11 10．0 12 14．3 16 16．2 28 12．3 27 11．1 35 11．8 52 18ユ
エドモントン市 7 4 7 15
バンクーバー市 8 5 3 1 20 20 23 17
ウイニペグ市 2 1 4 3 10 7 9 8
サスカツーン市 1 1 1 2 3 6 4
レジャイナ市 2 1 1 3 1 4
その他 2 6 2 4 3 8 11 14
BC州及び平原諸州計 20 13．7 24 21．8 24 28．6 25253 71 3L1 72 29．6 92 31．0 11439．6
大西洋岸諸州計 2 8 13 12 7
その他アメリカ都市 4
合　　　計 146100．0110100．0 84100．0 99100．0228100．0243100ρ297100．0288100．0
資料：National　Post　Business　FT　500各年版。
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リカ系企業が現地法人本社を置き，カナダにおけるアメリカ系企業の収益金総額の27％を占
める。これは，トロント市の12％（17社）に比べて，はるかに大きな割合である。全体とし
て，トロントへの一極集中パターンからトロントとカルガリーの2極構造にシフトしてきてい
る。カナダ民間企業の分布をみると，オンタリオ州に4割，ケベック州に2割から2割5分，
西部諸州に3割というように全国的により平準な分布を示すのに対して，アメリカ系企業はか
なり地域的に偏在している。
　2）　母国別にみた外資系企業の立地動態：日系・ヨーロッパ系企業
　アメリカ系大企業の進出動向と比べて，日系や歴史的に関係の深いイギリス系やフランス系
のFT　500企業は，いかなる空間特性をもっているであろうか。
　日系企業は，1984年に19社の進出がみられる。このうちトロント市の8社を含む10社が
トロント大都市圏に立地している。他では，モントリオール市4社，バンクーバー市3社とな
り，過半はトロント市への集中であるが，他主要都市への立地もみられる。1994年になると，
進出企業数は17社，そのうちトロント市に7社，それらを含めてトロント大都市圏に14社，
その他ではバンクーバー市など3市に各1社となる。トロント市及びその大都市圏の集中性が
高くなる。2003年には，バブル崩壊にともなう海外事業の縮小の影響もあり，進出数は11社
に減少する。その地域的内訳は，トロント市の6社を含むトロント大都市圏に8社，他はバン
クーバー市の3社のみとなる。トロント中心，バンクーバー・サブ中心の2点的パターンが明
確化する。2008年には，アメリカ現地法人傘下のカナダ法人としてのカナダ日産を含め，8社
となる。地域的内訳は，トロント市3社，ミシサガ市4社，バンクーバー市1社となり，トロ
ント地域への一極集中性が進むなかで，トロント市からその郊外地域への立地拡大が急速に進
行してきていることがわかる。
　イギリス系企業は，1984年に27社の進出がみられる。このうちトロント市の13社を含め
トロント大都市圏に14社，オンタリオ州全体で17社と，ほぼ6割を占める。他では，モント
リオール市とカルガリー市に各3社，バンクーバー市に1社，ノバスコシア州に3社，NL州
に1社が立地する。トロント市など大都市および大西洋岸諸州を中心に英語圏への立地性向が
強い。1994年には，進出企業数は17社に減少する。内訳は，トロント市の5社を含む12社
がトロント大都市圏，オンタリオ州全体では13社となる。他では，モントリオール市に2社，
それらを含めモントリオール大都市圏に3社，バンクーバー市1社となり，主要大都市および
その周辺への空間的集約がみられる。2003年のイギリス系企業は9社となり，トロント市は
ゼロ，トロント大都市圏で1社，オンタリオ州では2社にとどまる。モントリオール市はゼロ，
モントリオール大都市圏で1社，ケベック州で5社となり，最大の数となる。他はカルガリー
とウイニペグの各1社となる。イギリス系企業のケベック州への最大立地という展開について
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は今後詳細な検討を要する。
　フランスからの進出企業は，1984年にはFT　500のリスト上になく，1994年に6社が登場
してくる。トロント市はゼロであるが，トロント大都市圏では2社となる。ケベック州には，
モントリオール市の2社を含め3社が立地し，フランス語圏への立地傾向が強い。その他はカ
ルガリー市1社となる。2003年の企業数は5社となり，トロント市の1社を含めトロント大
都市圏に2社，モントリオール大都市圏ではモントリオール市の1社を含め3社となり，どち
らかというとフランス語圏に重心を置きながらも，トロント市あるいはオンタリオ州との間に
二極的パターンを示すようになる。2008年の数は4社に減少し，モントリオール市に2社，ラ
ヴァル市に1社とケベック州に3社が立地し，トロント郊外都市に1社が立地するのみとなる。
　このように，カナダにおける主要企業の立地が，カナダの対外関係基軸の変化あるいはカナ
ダの相対的位置関係の変化を明快に映し出しながら展開してきていることが分かる。これまで
の分析をまとめると，①主要企業に占めるカナダ民間企業の割合が増大してきているとはいえ，
依然として主要国に比べて，外資系企業の割合が高いし，公営企業の比重が大きい。特に，ア
メリカ系企業，あるいはそれよりはるかに小さいものではあるが，日系企業など外資の行動が
都市，都市圏や州などのさまざまな次元での地域経済に容易に影響を与えうる構造にある。地
域の発展や衰退が外資系企業の戦略により決められていくというような脆弱性を内包している。
②主要企業の立地は，都市人口規模に比例して展開するが，次第にトロント市とカルガリー市
という2つの都市に集約される傾向を示す。その他では，はるかに少ない程度であるが，モン
トリオール市あるいは一部バンクーバー市などに限定的にみられるにとどまる。③トロント市
では，周辺地域に「エッジ・シティ」㈹的な拠点が形成され，都心は金融センター，郊外に企
業拠点という構図がみられる。アメリカを中心にした世界秩序の形成が進むなかで，アメリカ
では，主要企業の分散立地が進んでいる，これに対して，カナダでは主要企業のトロント地域
への集中立地が進んでいる。1990年代以降，モントリオール地域では中心市のみではなく大
都市圏でも比重の低下が顕著に進み，全体としてトロント地域との格差が明確化してきている。
しかし，イギリス系企業，フランス系企業は例外的にモントリオール地域での比重を高めてき
ている点は注目に値する。
6．経済統合の深化と国境を超えた連携
　カナダとアメリカの国境を挟んでの連携強化は，両国の建国史を一貫する。ニューイングラ
ンドにはじまる産業革命後，北東大西洋沿岸地域および五大湖沿岸地域は一大工業地域となる。
こうしたなかで，その経済的発展は国境を超え，オンタリオ州南東地域にまで外延的に拡大す
るようになる。両国間での国境の画定が進むなかで，それを超えて経済的連関が強化されてき
ている。
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　両国間の交易窓口として，例えばアメリカ・サイドではデトロイトやナイアガラフォールズ，
カナダ・サイドではウィンザーやナイアガラフォールズ（両国に同名の都市がある）が主なも
ので，両国間の人的・物的流動規模は世界最大となる。その他規模は小さいが，平原州，ノバ
スコシア州やニューブランズィック州などにある窓口が交流を支えている。
　カナダとアメリカ間の人・物の流動量は，NAFTA以前の両国にとって最大であった。人
の流動量でみると，両国間最大の窓口は，カナダ・オンタリオ州とアメリカ・ニューヨーク州
の双方にある同名の‘ナイアガラフォールズ’市間である。これに次いで，デトロイト市とウィ
ンザー市間となる。アメリカでは，NAFTA締結後メキシコ国境を超えて通勤者が急増する
ようになり，サンイシドロやエルパソ間などメキシコ国境の流動量が急拡大し，ナイアガラフォー
ルズ間を上回るようになる。この傾向は，アメリカ・サンベルトの形成やメキシコの経済発展
にともない，いっそう顕著になってきており，カナダとアメリカの地域経済連関にも影響を与
えはじめている（表7を参照）。
　アメリカ側から，カナダとの輸出・輸入状況をみると，カナダとの貿易量は2国間貿易とし
　　　　　表7　カナダーアメリカ間とメキシコーアメリカ間の陸路流動量比較（2004年）
カナダーアメリカ メキシコーアメリカ
乗用車（台数）　　　　　　　　　　　30，433 91，342
乗用車利用者（人数）　　　　　　　64，848 190，937
バス（台数）　　　　　　　　　　　　164 269
バス利用者（人数）　　　　　　　　　3，890 3，389
列車利用者（人数）　　　　　　　　　　223 13
歩行者（人数）　　　　　　　　　　　826 48，084
トップ5　検問所
乗用車
ナイアガラフォールズ（NY）　　　　6，149サンイシドロ（CA）　　　　　　　　17，621
デトロイト（MI）　　　　　　　　　6，131エルパソ（TX）　　　　　　　　　　14，817
乗用車利用者
ナイアガラフォールズ（NY）　　　13，195サンイシドロ（CA）　　　　　　　　33，383
デトロイト（MI）　　　　　　　　10，574エルパソ　（TX）　　　　　　　　　　　28，108
バ　　ス
ナイアガラフォールズ（NY）　　　　　40 サンイシドロ（CA）　　　　　　　　　110
デトロイト（MI）　　　　　　　　　37 オタイ・メサ（CA）　　　　　　　　　41
バス利用者
ナイアガラフォールズ（NY）　　　　1，223サンイシドロ（CA）　　　　　　　　1，032
デトロイト（MI）　　　　　　　　　931 ラレド（TX）　　　　　　　　　　　　　　803
列　車
スカグウエー（AK）　　　　　　　　　　52 イーグルパス（TX）　　　　　　　　　　7
ブレイン（WA）　　　　　　　　　42 エルパソ（TX）　　　　　　　　　　　　2
徒　歩
ナイアガラフォールズ（NY）　　　　　547 サンイシドロ（CA）　　　　　　　　9，458
サマス　　　　　　　　　　　　　　　　　55 エルパソ（TX）　　　　　　　　　　8，442
資料：Global　Almanac　2005年版。
注：単位は1，000。
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ては世界最大である。現在でも，カナダとアメリカの貿易規模は巨大であるが，1994年の
NAFTA締結以来，アメリカとメキシコ間の経済関係が拡大し，増加率ではカナダとアメリ
カ間をはるかに上回るようになる。
　アメリカにとって，対カナダ輸出額は，総輸出額の約4分の1を占めるが，1980年代後半
までは比重の低下傾向が続いた。1989年の加米自由貿易協定，さらに1994年のNAFTA締
結にともない，対カナダ輸出割合は再び増加に転ずるようになるが，輸入に関しては，依然と
して，カナダからが最大規模である。その割合はNAFTA締結後若干の増加傾向を示す時期
もあったが，とりわけ中国やメキシコなどからの輸入増大により，2000年代に入ると，一貫
して低下を示す（表8を参照）。
　カナダの国別輸出・輸入の特質をみると，輸出では，アメリカにおけるカナダの割合が4分
の1程度にとどまるのに対して，カナダにおけるアメリカの割合は，1960年に50％台，1970・
80年代60％台，1990年代70％台，2000年代には80％台で推移し，加米自由貿易協定および
NAFTAを契機に，アメリカへの依存傾向を強めてきている。
　他方，輸入をみると，アメリカの割合は，1970年代の70％台をピークに，漸次低下に転じ，
　　　　　　　　　　表8　カナダの国別輸出・輸入額とその割合の推移
1970年 1980年 1990年 2001年 2005年
輸出額 16，820 76，159 148，979 404，085 435，834
アメ　リカ 64．8 63．3 74．9 87．0 83．9
日　　　本 7．5 9．1 7．4 2．4 2．5
イギリス 8．9 4．3 2．4 1．3 19
フランス 0．9 1．3 0．9 0．5 0．6
中　　　国 0．8 1．1 1．1 U 1．6
メキシコ 0．6 0．6 59．3 0．7 0．7
計 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0
1970年 1980年 1990年 2001年 2005年
輸入額 13，952 69，274 136，245 343，111 380，691
アメ　リカ 71．1 70．2 64．5 63．6 56．5
日　　　本 4．2 4．0 7．0 4．3 39
イギリス 5．3 2．8 3．6 3．4 2．7
フランス 1．1 1．1 1．8 1．6 1．3
中　　　国 0ユ 0．2 LO 3．7 7．7
メキシコ 0．3 0．5 1．3 3．5 3．8
計 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0
資料：『ARCレポート』，『Canadian　Global　Almanac』，『Canadian　World　Almanac』より作成。
注：金額単位は百万カナダドル，構成比はパーセント。
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2005年には50％台にまで落ち込んできている。逆に，中国やメキシコの割合が増大し，中国
は1960年の0．1％から2005年には7．7％，メキシコも1960年の0．4％から2005年には3．8％に
増加する。
　カナダへの国別投資状況については，その総額のうちアメリカが1960・70年代に80％台，
1980年代70％台，それ以降2000年代まで60％台と最大を占める。次いで旧宗主国であるイ
ギリスが，1960年の11．4％から2005年には7．2％へと，全体的に比重を低下させながらも，
依然2番目に大きな割合を占める（表9を参照）。逆に，カナダの対外投資先では，アメリカ
が最大で，1970年代に50％台，その後1990年代までは60％台で推移する。しかし，2000年
代に入ると，アメリカの割合は急速に低下し，2005年には46％となる。2番目に大きな割合
を占めるイギリスは，ほぼ10％前後で推移し，EUとの相互投資関係が強化されてきている。
日本を含めアジア諸国との関係強化は，投資分野ではEUとの関係よりもはるかに弱い状況に
とどまっている。
　表10と表llは，各州の総付加価値額に占めるアメリカ系企業の割合およびアメリカ系企業
がカナダ全国で産出した総付加価値額の州別内訳を示したものである。この種の統計が，その
後公表されていないことから，古い統計であるが，カナダにおけるアメリカ系企業の比重を直
接的に知る手がかりとなることから，本稿では利用することにする。統計時点と現在では，カ
ナダやアメリカ，さらに世界の情勢が大きく変化しているが，すでに前の章で明らかなように，
カナダとアメリカの経済関係の基本的な枠組みに本質的な変化はみられない。
　アメリカ系企業のカナダにおける最大の活動中心はオンタリオ州であり，同州の総付加価値
額のほぼ半分がアメリカ系企業により占有されている。すでに，カナダにおける外資系企業の
立地動向で明らかなように，全体的にアメリカ系企業の現地法人化あるいは事業のスピンアウ
　　　　　　　　表9　対カナダ投資およびカナダ対外投資の国別残高推移と割合
1960年 1970年 1980年 1990年 2001年 2005年
カナダへの投資額 13，583 26，358 61，707 130，932 340，429 415，561
アメリカ 82．5 81．2 78．9 64．2 64．6 64．1
イギリス 11．4 9．5 8．6 13．1 7．9 7．2
日　　本 0．4 1．0 4．0 23 2．6
計 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0
カナダの対外投資額 2，600 98護02 399，253 465，058
アメリカ 66．0 61．0 47．2 46．0
イギリス 10．7 13．7 9．9 9．2
日　　本 0．9 1．8 1．6
計 100．0 100．0 100．0 100．0
資料：『ARCレポート』世界経済情報サービスより作成。
単位：金額単位は100万カナダドル，構成比はパーセント。
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表10カナダ各州付加価値額に占める
　　アメリカ系企業の割合
州　　　名 1970年1981年
ニューファンドランド 4．3 5．6
プリンス・エドワード。アイランド 一 一
ノバスコシア 20．9 21．6
ニューブランズィック 18．1 11．4
ケベック 339 25．4
オンタリオ 49．5 42．8
マニトバ 23．5 15．7
サスカチュワン 25 6．7
アルバータ 32．3 27．1
ブリティッシュ・コロンビア 30．7 20．5
全　　　国 40．8 32．8
資料：Still　Living　Together：Recent　Trends　and　Fu・
　　ture　Direction　in　Canadian　Regional　Develop・
　　ment　The　Institute　for　Research　on　Public
　　Policy　1987より作成。
表11　アメリカ系企業のカナダにおける
　　　付加価値総額と州別構成
州　　　名 1970年1981年
ニューファンドランド 0．06 0．13
プリンス・エドワード・アイランド 一 一
ノバスコシア 0．79 Ll7
ニューブランズィック 0．6 0．48
ケベック 24．05 21．25
オンタリオ 63．67 65．12
マニトバ 1．43 1．32
サスカチュワン 0．59 0．23
アルバータ 2．73 467
ブリティッシュ・コロンビア 6．06 5．61
資料：Still　Living　Together；Recent　Trends　and　Fu－
　　ture　Direction　in　Canadian　Regional　Develop・
　　ment　The　Institute　for　Research　on　Public
　　Po icy　1987より作成。
トによる現地法人化により，アメリカ系企業は，統計分類上構成比を下げている。このように，
カナダにおけるアメリカ系企業の分工場化の伸展にともない，カナダ工場（カナダ法人）とア
メリカ本社との関係は強く維持されており，生産現場化を余儀なくされているカナダ側にとっ
て深刻な問題を投じている。基本的に経済発展が著しいトロント地域とカルガリー市，広くは
オンタリオ州とアルバータ州の2極的な構造，より正確にはトロント地域がメジャー中心カル
ガリー市がマイナー中心という構図をみて取ることができる。特に，トロント地域には製造業
や金融・サービス業および資源関連，カルガリー市には石油や天然ガスなど資源・エネルギー
関連の国際資本（メジャー）の立地集積が進んでいる。
　1970年と1981年という若干古い統計であるが，カナダにおけるアメリカ企業の総付加価値
額のうち，60％台をオンタリオ州が占め，ケベック州が20％台，他ではブリティッシュ・コ
ロンビア州，アルバータ州が続く。近年のカナダは，オイルシェルにより，原油埋蔵量が世界
第2位となり，その大半がアルバータ州に分布することから，同州の台頭が顕著であり，オン
タリオ州に次ぐ割合を占めるようになる。2004年には，インペリアルオイルが本社をトロン
トからカルガリーに移転するなど，石油資源の各国間争奪が激しくなるなかで，アルバータ州
経済の比重は急速に高まってきている。
　カナダの全ての州の対外関係はアメリカ中心であるのに対して，アメリカの各州の動向はど
のようなものであろうか。アメリカとカナダの関係は，経済統合の深化にともない，さらに密
接になってきている。特に，アメリカの各州における経済関係の最も重要な国をみると，50
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州のうち37州がカナダであり，日本がハワイ・アラスカ・ネブラスカ・カンザス・オレゴン・
ワシントン・カリフォルニア・コロラドなど8州，メキシコがテキサス・ミシシッピ・ニュー
メキシコ・アリゾナなど4州，イギリスはアイダホ州のみとなる。
　例えば，カナダが輸出先トップとなっているアメリカ37州のうち，輸出額に占めるカナダ
の割合が最も大きな州はバーモント州で，実に82．8％にのぼる。次いで，ワイオミング州の
64．1％，サウスダコタ州の61．8％である。4割台の州はノースダコタ・アイオワ・モンタナ・
インディアナ・オハイオ・ミシガン・メーンの各州となる。3割台は，アーカンソー・ケンタッ
キー・ウイスコンシン・ウエストバージニア・ロードアイランド・ニューハンプシャー・ネバ
ダ・ノースカロライナ州となる。この他，ニューヨーク州やマサチューセッツ州では20％弱
となり，フロリダ州などの例外はあるが，カナダに近い州での比重が相対的に高くなる傾向が
みられる。
7．おわりに
　カナダとアメリカの関係は，資本フローでも，貿易でもきわめて密接な相互依存関係にあり，
特にカナダの場合にはアメリカの「経済支配」を受けているといっても過言でない状況にある。
NAFTA締結後，メキシコを含む北アメリカ大陸レベルでの経済統合に拍車がかかり，各国
の地域経済間に少なからざる影響をおよぼしはじめている。
　アメリカ国内において周辺と考えられている地域が存在する。それらの地域に対比して，カ
ナダの諸地域は，さらに周辺に位置づけられている。例えば，メーン州は，アメリカでは周辺
地域とされている。しかし，ケベック東部や大西洋沿岸諸州はそれよりさらに周辺地域に位置
づけられている。アメリカのミネソタ州よりもカナダのオンタリオ州北部やマニトバ州，サス
カチュワン州などはよりさらに周辺に位置する地域と考えられている。
　大陸レベルでみて，カナダ国内で最も周辺性の薄い地域としてオンタリオ州南東地域があげ
られる。この地域は，ニューヨークーボストンーシカゴを結ぶアメリカで最も重要な経済地域
に国境を挟んで隣接している関係で，カナダで最も優位な位置にあると考えられている。情報
伝達費用や他の輸送費用などが最小の地域である。これら費用は，企業（工場）の立地決定を
作用するような要素であり，アメリカからの企業立地が集中する最大の要因でもある。
　この集中性について，例えばアメリカ系企業の雇用をカナダの人ロベースで地域間に配分す
ると，オンタリオ州は90，000の雇用減，ケベック州は40，000の雇用増，BC州では15，000雇
用増，他州でも一定の雇用増になるであろうという研究報告がある㈲。外資（主にアメリカ
系）企業の雇用という意味でのオンタリオの他地域に対する優越性は本質的に変わっておらず，
アメリカ経済との連関の強さは，カナダ法人（工場を含む）レベルの意思決定機能の立地場所
としてのトロント地域の支配性を高める大きな要因となっている。しかし，オンタリオ州ある
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いはトロント地域の場合でも，企業としての最高次の意思決定は，カナダ国外の自国本社によっ
てなされているのが実態である㈹。
　これをモントリオール地域でみると，外資系企業の比重は日本など諸外国の事例に比べて高
いが，トロント地域に比べるとはるかに低いものである。もし，外資系企業を除くと，モント
リオール地域の立地企業数は，トロント地域とほぼ同規模となる。外資系企業，特にアメリカ
系企業の行動様式に枠組づけられていることにより，カナダの地域経済間に極めて大きな歪み
が生じていることがわかる。
　近年の大陸レベルでの地域経済地図は，アメリカの経済成長極が北部から南部・西部（サン
ベルト地域）に移動し，カナダではオンタリオ州南東地域への集中と資源・エネルギー部門を
中心にアルバータ州・カルガリー市の成長という形に大きく塗り替えられてきている。
　本研究は，平成20－22年度日本学術会議研究費・基盤研究（B）：「カナダの多文化政策とその地域的
格差」（研究代表者：藤田直晴，課題番号：20310151）による研究成果の一部である。
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Changing　Canadian　Regional　Economies　Revisited
FUJITA　Naoharu
　　　The　purpose　of　this　paper　is　to　clarify　the　actual　conditions　of　the　globalization　and
its　effects　on　the　reorganization　of　regional　economies　in　Canada　where　there　has　estab－
lished　a　widely　and　highly　evaluated　multi－cultural　and　symbiotic　nation　in　the　world．
It　is　a　well－known　fact　that　Canada　has　received　the　United　States’“Economic　domina・
tion”．　Especially，　the　economic　integration　at　a　North　American　continental　level　by
North　American　Free　Trade　Agreement（NAFTA）has　exerted　an　extensive　influence　on
not　only　Canadian　national　economies　but　also　its　regional　economies．　It　has　brought
aboht　the　rise　and　fall　of　the　regional　economies　in　Canada．
　　　Essentially，　the　Canadian　regions　have　had　more　peripheral　character　than　the　re－
gions　of　the　United　States　where　economic　development　have　stagnated．　The　northern
part　of　Ontario，　Manitoba　and　Saskatchewan　are　the　examples　of　these　with　being　far
behind　economically　than　Minnesota．　Similarly，　the　east　part　of　Quebec　and　the　Atlantic
states　in　Canada　to　Maine　in　the　United　States．
　　　The　southeastern　part　of　Ontario　has　emerged　as　the　most　advanced　economic　re－
giorl　in　Canada　owing　to　its　location　adjacent　to　the　core　part　of　American　economy
（including　Megalopolis）．　And　as　the　American　companies　have　concentrated　on　this
area，　this　region　could　achieved　a　comparative　advantage　to　the　rest　parts　of　Canada．
　　　Although　these　general　settings，　it　is　in　the　situation　that　the　highest　level　decision
making　functions　are　extremely　weak　and　remain　in　the　stage　of　the　branch　economy
that　has　performed　only　a　production　site　for　the　foreign　affiliated　companies，
　　　It　is　not　an　exaggeration　to　say　that　an　economic　destiny　of　regions　in　Canada　has
been　controlled　by　the　foreign・affiliated　companies，
　　　Above　all，　the　American　companies　have　drawn　out　the　whole　picture　of　Canadian
regional　economies．　Under　these　specific　Situations，　two　major　regional　economies：One
is　the　Toronto　region，　another　is　the　city　of　Calgary　in　which　most　eminent　economic
growth　can　be　seen．　The　former　is　actually　a　major　center　and　the　latter　appears　as　a
minor　center　with　mainly　resource　and　energy　sectors　mostly　occupied　by　American
companles・
Keywords：Foreign　Company，　Globalization，　Regional　Economy，　Multi－cultural　Society
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